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(57)【要約】
【課題】摩擦撹拌接合部の内部キズの検出能を高めるこ
とができる渦電流探傷方法、渦電流探傷プローブ、及び
渦電流探傷装置を提供する。
【解決手段】渦電流探傷プローブ３を用いて被検体の摩
擦撹拌接合部２を検査する渦電流探傷方法であって、渦
電流探傷プローブ３は、互いに逆向きの電流が流れる対
の励磁コイル１０Ａ，１０Ｂと、これら励磁コイル１０
Ａ，１０Ｂの間に配置された検出コイル１１とを有し、
励磁コイル１０Ａ，１０ｂは、コイル軸方向が被検体の
検査面に対し略垂直となるように、且つ互いに摩擦撹拌
接合部２の接合線長さ方向に離間するように配置し、検
出コイル１１は、コイル軸方向が被検体の検査面に対し
略平行となるように且つ摩擦撹拌接合部２の接合線長さ
方向に対し略垂直となるように配置する。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　渦電流探傷プローブを用いて被検体の摩擦撹拌接合部を検査する渦電流探傷方法であっ
て、
　前記渦電流探傷プローブは、互いに逆向きの電流が流れる対の励磁コイルと、前記対の
励磁コイルの間に配置された検出コイルとを有し、
　前記対の励磁コイルは、コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略垂直となるように
、且つ互いに前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に離間するように配置し、
　前記検出コイルは、コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略平行となるように且つ
前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に対し略垂直となるように配置することを特徴とす
る渦電流探傷方法。
【請求項２】
　請求項１記載の渦電流探傷方法において、前記渦電流探傷プローブは、前記摩擦撹拌接
合部の内部キズの発生が予想される接合線幅方向位置と前記検出コイルの軸方向中心位置
とを一致させる場合より検出信号が大きくなるように、前記摩擦撹拌接合部の内部キズの
発生が予想される接合線幅方向位置と前記検出コイルの軸方向中心位置とを予め設定され
た所定の距離だけずらすように配置した状態で、前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に
走査することを特徴とする渦電流探傷方法。
【請求項３】
　被検体の摩擦撹拌接合部を検査する渦電流探傷プローブであって、
　コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略垂直となるように、且つ互いに前記摩擦撹
拌接合部の接合線長さ方向に離間するように配置され、互いに逆向きの電流が流れる対の
励磁コイルと、コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略平行となるように且つ前記摩
擦撹拌接合部の接合線長さ方向に対し略垂直となるように、前記対の励磁コイルの間に配
置される検出コイルとを有することを特徴とする渦電流探傷プローブ。
【請求項４】
　被検体の摩擦撹拌接合部を検査する渦電流探傷装置であって、
　コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略垂直となるように、且つ互いに前記摩擦撹
拌接合部の接合線長さ方向に離間するように配置され、互いに逆向きの電流が流れる対の
励磁コイル、及びコイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略平行となるように且つ前記
摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に対し略垂直となるように、前記対の励磁コイルの間に
配置される検出コイルを有する渦電流探傷プローブと、
　前記摩擦撹拌接合部の接合条件に基づき、前記摩擦撹拌接合部の内部キズの発生が予想
される接合線幅方向位置を演算するキズ予想位置演算手段と、
　前記摩擦撹拌接合部の内部キズの発生が予想される接合線幅方向位置と前記検出コイル
の軸方向中心位置とを一致させる場合より検出信号が大きくなるように、前記摩擦撹拌接
合部の内部キズの発生が予想される接合線幅方向位置と前記検出コイルの軸方向中心位置
とを予め設定された所定の距離だけずらすような前記渦電流探傷プローブの設定位置を演
算するプローブ設定位置演算手段と、
　前記プローブ設定位置演算手段の演算結果に基づき前記摩擦撹拌接合部の接合線幅方向
における前記渦電流探傷プローブの位置を固定しつつ、前記渦電流プローブを前記摩擦撹
拌接合部の接合線長さ方向に走査する走査機構とを備えたことを特徴とする渦電流探傷装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被検体の摩擦撹拌接合部を検査する渦電流探傷方法、渦電流探傷プローブ、
及び渦電流探傷装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　例えば鉄道車両や建築物等に使用されるアルミニウム合金製部材の接合部として、摩擦
撹拌接合方法で接合した摩擦撹拌接合部が知られている（例えば特許文献１参照）。摩擦
撹拌接合方法は、２つの部材の端部同士を突き合わせた接合部に丸棒（以下、回転工具と
称す）を挿入し、この回転工具を回転させながら接合線に沿って移動させて、接合部を発
熱、軟化させて塑性流動を生じさせ、固相接合する方法である。そのため、摩擦撹拌接合
部の表面には略半円状の（言い換えれば、接合線に直交する方向に連続した）キズやウネ
リが生じやすい。また、摩擦撹拌接合部の内部にキズが生じた場合、接合線方向に連続し
たキズとなりやすい。この摩擦撹拌接合部の内部キズを検出する非破壊検査方法として、
従来、超音波検査方法が開示されている（例えば、特許文献２参照）。
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２６３９４６号公報
【特許文献２】特許第３７５３６４１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、他の非破壊検査方法として渦電流探傷方法が知られている。渦電流探傷方法
は、例えば、交流信号（励磁電流）を流した励磁コイルを金属などの導電性被検体に近づ
け、電磁誘導によって被検体に渦電流を誘起し、その渦電流の乱れ（若しくはそれに伴う
磁界の乱れ）を検出コイルで検出することで、被検体に存在するキズなどを検出する方法
である。超音波検査方法では、接触媒質（水、油、又はグリセリン等）を使用するために
接触媒質の供給や検査後の拭き取りなどの処理が必要であるのに対し、渦電流探傷方法で
は、接触媒質を使用しないので前述の処理が不要である。しかし、渦電流探傷方法は、一
般に、被検体の表面（検査面）での検出感度が良いものの、表皮効果のために裏面側に向
かって渦電流が減少し、被検体の内部や裏面での検出感度が低下するという課題がある。
そこで、このような課題を解決するため、従来、互いに逆向きの電流が流れる対の励磁コ
イルと、これら対の励磁コイルの間に配置された検出コイルとを有する渦電流探傷プロー
ブを用いた渦電流探傷方法が提唱されている（例えば、特許第３７９６５７０号公報参照
）。この渦電流探傷プローブでは、各励磁コイルによって生じる渦電流を重ね合わせて渦
電流を強めるため、検出感度を向上させるようになっている。
【０００５】
　ここで、上記渦電流探傷プローブを用いて被検体の摩擦撹拌接合部を検査する場合を想
定すると、以下のような課題が存在する。上記特許第３７９６５７０号公報に記載の渦電
流探傷プローブにおいては、検出コイルは、コイル軸方向が検査面に対し略垂直となるよ
うに配置されており、様々な方向の渦電流の変化を検出するようになっている。そのため
、例えば摩擦撹拌接合部の表面にキズやウネリが生じていれば、それら表面のキズやウネ
リを起因としたノイズ信号も検出される。そのため、内部キズの検出信号とノイズ信号と
の識別が困難となって、内部キズの検出能が低下する。
【０００６】
　本発明は、上記の事柄に鑑みてなされたものであり、その目的は、摩擦撹拌接合部の内
部キズの検出能を高めることができる渦電流探傷方法、渦電流探傷プローブ、及び渦電流
探傷装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　（１）上記目的を達成するために、本発明は、渦電流探傷プローブを用いて被検体の摩
擦撹拌接合部を検査する渦電流探傷方法であって、前記渦電流探傷プローブは、互いに逆
向きの電流が流れる対の励磁コイルと、前記対の励磁コイルの間に配置された検出コイル
とを有し、前記対の励磁コイルは、コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略垂直とな
るように、且つ互いに前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に離間するように配置し、前
記検出コイルは、コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略平行となるように且つ前記
摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に対し略垂直となるように配置する。
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【０００８】
　本発明においては、対の励磁コイルは、コイル軸方向が被検体の検査面に対し略垂直と
なるように、且つ互いに摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向（言い換えれば、接合線方向）
に離間するように配置されており、互いに逆向きの電流が流れる。これにより、励磁コイ
ルの間の領域（言い換えれば、検出コイルが配置される領域）にて、各励磁コイルによっ
て生じる渦電流を重ね合わせて、接合線幅方向（言い換えれば、接合線に直交する方向）
の渦電流を強めることができる。したがって、検出感度を向上させることができる。また
、検出コイルは、コイル軸方向が被検体の検査面に対し略平行となるように且つ摩擦撹拌
接合部の接合線長さ方向に対し略垂直となるように配置される。これにより、接合線幅方
向の渦電流をほとんど検出せず、接合線長さ方向の渦電流を検出する。そのため、例えば
摩擦撹拌接合の表面にて接合線幅方向に連続したキズやウネリが生じていても、接合線長
さ方向の渦電流が表面のキズやウネリを迂回するような変化（言い換えれば、接合線幅方
向の渦電流）は検出されないし、接合線幅方向の渦電流が表面のキズやウネリを迂回する
ような変化（言い換えれば、接合線長さ方向の渦電流）も僅かであることから、表面のキ
ズやウネリを起因としたノイズ信号を低減することができる。一方、摩擦撹拌接合部の内
部にキズが生じた場合は接合線長さ方向に連続したキズとなりやすく、接合線幅方向の渦
電流が内部のキズを迂回するような変化（言い換えれば、接合線長さ方向の渦電流）は顕
著に現れる。したがって、内部キズの検出能を高めることができる。
【０００９】
　（２）上記（１）において、好ましくは、前記渦電流探傷プローブは、前記摩擦撹拌接
合部の内部キズの発生が予想される接合線幅方向位置と前記検出コイルの軸方向中心位置
とを一致させる場合より検出信号が大きくなるように、前記摩擦撹拌接合部の内部キズの
発生が予想される接合線幅方向位置と前記検出コイルの軸方向中心位置とを予め設定され
た所定の距離だけずらすように配置した状態で、前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に
走査する。
【００１０】
　（３）上記目的を達成するために、本発明は、被検体の摩擦撹拌接合部を検査する渦電
流探傷プローブであって、コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略垂直となるように
、且つ互いに前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に離間するように配置され、互いに逆
向きの電流が流れる対の励磁コイルと、コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略平行
となるように且つ前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に対し略垂直となるように、前記
対の励磁コイルの間に配置される検出コイルとを有する。
【００１１】
　（４）上記目的を達成するために、本発明は、被検体の摩擦撹拌接合部を検査する渦電
流探傷装置であって、コイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略垂直となるように、且
つ互いに前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に離間するように配置され、互いに逆向き
の電流が流れる対の励磁コイル、及びコイル軸方向が前記被検体の検査面に対し略平行と
なるように且つ前記摩擦撹拌接合部の接合線長さ方向に対し略垂直となるように、前記対
の励磁コイルの間に配置される検出コイルを有する渦電流探傷プローブと、前記摩擦撹拌
接合部の接合条件に基づき、前記摩擦撹拌接合部の内部キズの発生が予想される接合線幅
方向位置を演算するキズ予想位置演算手段と、前記摩擦撹拌接合部の内部キズの発生が予
想される接合線幅方向位置と前記検出コイルの軸方向中心位置とを一致させる場合より検
出信号が大きくなるように、前記摩擦撹拌接合部の内部キズの発生が予想される接合線幅
方向位置と前記検出コイルの軸方向中心位置とを予め設定された所定の距離だけずらすよ
うな前記渦電流探傷プローブの設定位置を演算するプローブ設定位置演算手段と、前記プ
ローブ設定位置演算手段の演算結果に基づき前記摩擦撹拌接合部の接合線幅方向における
前記渦電流探傷プローブの位置を固定しつつ、前記渦電流プローブを前記摩擦撹拌接合部
の接合線長さ方向に走査する走査機構とを備える。
【発明の効果】
【００１２】
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　本発明によれば、摩擦撹拌接合部の内部キズの検出能を高めることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施形態を、図面を参照しつつ説明する。
【００１４】
　本発明の第１の実施形態を説明する。図１は、本発明の第１の実施形態における渦電流
探傷装置の構成を表すブロック図である。また、図２は、本実施形態の要部である渦電流
探傷プローブの構造及び配置を表す平面図であり、図３は断面図であり、図４は斜視図で
ある。
【００１５】
　これら図１～図４において、渦電流探傷装置は、例えば部材１Ａ，１Ｂの端部どうしを
接合した摩擦撹拌接合部２の検査を目的とするものであり、渦電流探傷プローブ３と、こ
の渦電流探傷プローブ３を保持するプローブ保持器４と、このプローブ保持器４を介して
渦電流探傷プローブ３を摩擦撹拌接合部２上で走査する走査機構５と、この走査機構５を
駆動制御して渦電流探傷プローブ３の位置を制御する走査機構制御器６と、信号増幅機能
を有し、渦電流探傷プローブ３に交流信号（励磁電流）を出力するとともに、渦電流探傷
プローブ３から検出信号（誘起電圧）を入力する渦電流探傷器７と、走査機構制御器６か
らのプローブ位置信号や渦電流探傷器７からの検出信号を取り込んで演算処理を行う信号
採取・処理器８と、前述した各機器の動作状態や検出信号を表示する表示器（モニタ）９
とを備えている。
【００１６】
　渦電流探傷プローブ３は、互いに逆向き（逆回り）の電流が流れる１対の励磁コイル１
０Ａ，１０Ｂと、これら励磁コイル１０Ａ，１０Ｂの間に配置された検出コイル１１とを
有している。励磁コイル１０Ａ，１０Ｂは、例えば円筒状に巻線されて構成されており、
コイル軸方向（図中一点鎖線の矢印で示す）が摩擦撹拌接合部２の表面（検査面）に対し
略垂直となるように、且つ互いに摩擦撹拌接合部２の接合線長さ方向（図２及び図３中左
右方向）に離間するように配置される。検出コイル１１は、例えば長方形筒状（若しくは
、円筒形状としてもよい）に巻線されて構成されており、コイル軸方向（図中一点鎖線の
矢印で示す）が摩擦撹拌接合部２の表面に対し略平行となるように且つ摩擦撹拌接合部２
の接合線長さ方向に対し略垂直となるように配置される。
【００１７】
　本実施形態の渦電流検査装置の動作を、図５を用いて説明する。図５は、本実施形態の
渦電流検査装置の動作を説明するためのフローチャートである。
【００１８】
　まず、渦電流探傷器７の電源をＯＮとし、渦電流探傷プローブ３の励磁コイル１０Ａ，
１０Ｂに励磁電流を印加する（ステップ１０１）。その後、試験周波数や信号増幅率（ゲ
イン）などの探傷条件を入力する（ステップ１０２）。そして、摩擦撹拌接合部２の接合
線幅方向（前述の図２中上下方向）における渦電流探傷プローブ３の設定位置（走査位置
）に基づき、走査機構５を駆動して渦電流探傷プローブ３を走査開始位置に設置する（ス
テップ１０３）。その後、走査機構５及び走査機構制御器６によって渦電流探傷プローブ
３を接合線長さ方向に走査する（ステップ１０４）。渦電流探傷プローブ３の走査中、信
号採取・処理器８は予め設定されたピッチでプローブ位置信号と検出信号とを採取し（ス
テップ１０５）、その結果を表示器９に表示する（ステップ１０６）。そして、摩擦撹拌
接合部２に検査すべき他の走査位置があれば、ステップ１０７の判定が満たされずに前述
のステップ１０３に移り、渦電流探傷プローブ３を次の走査開始位置に設置する。その後
、上述したステップ１０４～１０６の手順を繰り返す。一方、検査すべき他の走査位置が
なければ、ステップ１０７の判定が満たされて、検査終了となる。
【００１９】
　以上のような本実施形態においては、励磁コイル１０Ａ，１０Ｂは、コイル軸方向が摩
擦撹拌接合部２の表面に対し略垂直となるように、且つ互いに摩擦撹拌接合部２の接合線
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長さ方向に離間するように配置され、互いに逆向きの電流が流れる。これにより、励磁コ
イル１０Ａ，１０Ｂの間の領域（言い換えれば、検出コイル１１が配置される領域）にて
、励磁コイル１０Ａ，１０Ｂのそれぞれによって生じる渦電流が重ね合わせられ、接合線
幅方向の渦電流を強めることができる。したがって、検出感度を向上させることができる
。また、検出コイル１１は、コイル軸方向が摩擦撹拌接合部２の表面に対し略平行となる
ように且つ摩擦撹拌接合部２の接合線長さ方向に対し略垂直となるように配置される。こ
れにより、接合線幅方向の渦電流をほとんど検出せず、接合線長さ方向の渦電流を検出す
る。そのため、例えば図６に示すように摩擦撹拌接合２の表面にて接合線幅方向に連続し
たキズ１２が生じていても、接合線長さ方向の渦電流がキズ１２を迂回するような変化（
言い換えれば、接合線幅方向の渦電流）は検出されないし、図６中矢印で示すように接合
線幅方向の渦電流がキズ１２を迂回するような変化（言い換えれば、接合線長さ方向の渦
電流）も僅かであることから、表面のキズ１２を起因としたノイズ信号を低減することが
できる。一方、例えば図６に示すように摩擦撹拌接合部２の内部に生じたキズ１３は接合
線長さ方向に連続したキズとなりやすく、図６中矢印で示すように接合線幅方向の渦電流
が内部のキズ１３を迂回するような変化（言い換えれば、接合線長さ方向の渦電流）は顕
著に現れる。したがって、内部キズの検出能を高めることができる。
【００２０】
　なお、図示しないが、例えば摩擦撹拌接合部２を表面側に突出する段差部とした場合で
も、接合線幅方向の渦電流が段差部を迂回しようとする接合線長さ方向一方側及び他方側
の渦電流は互いに相殺されるので、段差部を起因としたノイズ信号も低減することができ
る。
【００２１】
　上述した本実施形態の作用効果を、さらに比較例を用いて説明する。図７は、比較例に
おける渦電流探傷プローブの構造を表す斜視図である。なお、この図７において、上記第
１の実施形態と同等の部分は同一の符号を付し、適宜説明を省略する。
【００２２】
　比較例の渦電流探傷プローブ１４は、互いに逆向き（逆回り）の電流が流れる一対の励
磁コイル１０Ａ，１０Ｂと、これら励磁コイル１０Ａ，１０Ｂの間に配置された検出コイ
ル１５とを有している。検出コイル１５は、コイル軸方向が検査面に対し略垂直となるよ
うに配置されており、様々な方向の渦電流の変化を検出する。そのため、接合線長さ方向
の渦電流が表面のキズ１２（前述の図６参照）を迂回するような変化（言い換えれば、接
合線幅方向の渦電流）も検出するので、表面のキズ１２を起因としたノイズ信号が大きく
なる。実際に、本願発明者らが図８に示すような試験片の探傷試験を行ったところ、図９
に示すような結果が得られている。試験片の摩擦撹拌接合部２には、接合線幅方向の表面
キズ１２Ａ～１２Ｅが人工的に形成されており，それら表面キズ１２Ａ～１２Ｅの深さを
互いに異ならせている（詳細には、表面キズ１２Ａの深さを０．１ｍｍ、表面キズ１２Ｂ
の深さを０．３ｍｍ、表面キズ１２Ｃの深さを０．５ｍｍ、表面キズ１２Ｄの深さを０．
７ｍｍ、表面キズ１２Ｅの深さを０．９ｍｍとしている）。そして、表面キズ１２Ａ～１
２Ｅのいずれの探傷結果においても、比較例の渦電流探傷プローブ１４を用いた場合より
、本発明の第１の実施形態の渦電流探傷プローブ３を用いた場合のほうがその検出信号（
ノイズ信号）を大幅に低減することが確認された。
【００２３】
　本発明の第２の実施形態を説明する。本実施形態は、摩擦撹拌接合部２の接合線幅方向
における渦電流探傷プローブ３の設定位置に特徴を有する実施形態である。なお、上記一
実施形態と同等の部分は同一の符号を付し、適宜説明を省略する。
【００２４】
　本実施形態では、信号採取・処理器８は、キズ予想位置演算機能を有しており、検査開
始前に（言い換えれば、前述の図５のステップ１０１の前段階で）、摩擦撹拌接合部２の
接合条件（詳細には、回転工具の仕様や回転方向など）を入力し、これに基づき摩擦撹拌
接合部２の内部キズの発生が予想される接合線幅方向位置を演算する。なお、図１０に示
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すように、摩擦撹拌接合部２の内部キズの発生が予想される接合線幅方向位置Ｌ１は、摩
擦撹拌接合部２の接合線幅方向中心位置Ｌ２からずれることが知られている。
【００２５】
　また、信号・採取処理器８には、摩擦撹拌接合部２の内部キズの発生が予想される接合
線幅方向位置Ｌ１と検出コイル１１の軸方向中心位置Ｌ３とのずらし距離ΔＹが予め設定
記憶されている。このずらし距離ΔＹについて詳細を説明する。図１１は、摩擦撹拌接合
部２の接合線幅方向における内部キズと検出コイル３との相対位置関係による検出信号の
大きさ（振幅）を表す特性図である。例えば摩擦撹拌接合部２の内部キズの接合線幅方向
位置と検出コイル３の軸方向中心位置とを一致させる場合は検出信号が小さくなり、一方
、例えば摩擦撹拌接合部２の内部キズの接合線幅方向位置と検出コイル３の軸方向中心位
置とを所定の距離ΔＹだけずらした場合は検出信号を大きくすることができる。
【００２６】
　そして、信号採取・処理器８は、プローブ設定位置演算機能として、渦電流探傷プロー
ブ３の構造寸法に基づき、摩擦撹拌接合部２の内部キズの発生が予想される接合線幅方向
位置と検出コイル３の軸方向中心位置とを所定の距離ΔＹだけずらすための渦電流探傷プ
ローブ３の設置位置を演算し、これに基づいて渦電流探傷プローブ３を走査開始位置に設
置させる（前述の図５のステップ１０３）。
【００２７】
　以上のような本実施形態においても、上記第１の実施形態同様、摩擦撹拌接合部の内部
キズの検出能を高めることができる。また、本実施形態では、渦電流探傷センサ３は摩擦
撹拌接合部の内部キズが検出されやすい走査位置に自動設定される。したがって、作業者
の技倆にかかわらず、検査作業を効率よく実施することができる。
【００２８】
　なお、上記第２の実施形態においては、信号採取・処理器８は、ずらし距離ΔＹを記憶
するともに摩擦撹拌接合部２の接合条件や渦電流探傷プローブ３の構造寸法などを入力し
て、渦電流探傷プローブ３の設定位置を演算し、これに基づいて渦電流探傷プローブ３を
走査開始位置に設置させる場合を例にとって説明したが、これに限られない。すなわち、
例えば予め演算された渦電流探傷プローブ３の設定位置を入力し、これに基づいて渦電流
探傷プローブ３を走査開始位置に設置させるようにしてもよい。この場合も、上記同様の
効果を得ることができる。
【００２９】
　なお、上記第１及び第２の実施形態においては、渦電流探傷プローブ３は、１つの検出
コイル１１を有する場合を例にとって説明したが、これに限られず、複数の検出コイルを
有してもよい。このような変形例を以下説明する。
【００３０】
　例えば図１２に示す第１の変形例の渦電流探傷プローブ３Ａは、励磁コイル１０Ａ，１
０Ｂの間に、励磁コイル１０Ａ，１０Ｂの配列方向（言い換えれば、接合線長さ方向）に
配置された２つの検出コイル１１Ａ，１１Ｂを有し、検出コイル１１Ａ，１１Ｂは、互い
に巻線方向が逆向きとなるように構成されている。そのため、検出コイル１１Ａ，１１Ｂ
は、接合線長さ方向の内部キズを迂回する左右の渦電流（言い換えれば、接合線長さ方向
一方側及び反対側の渦電流）をそれぞれ検出する。これにより、内部キズの検出能をさら
に高めることができる。
【００３１】
　例えば図１３に示す第２の変形例の渦電流探傷プローブ３Ｂは、励磁コイル１０Ａ，１
０Ｂの配列方向に直交する方向（言い換えれば、接合線幅方向）に配置された２つの検出
コイル１１Ｃ，１１Ｄを有し、検出コイル１１Ｃ，１１Ｄは、互いに巻線方向が逆向きと
なるように構成されている。そのため、検出コイル１１Ｃ，１１Ｄは、接合線長さ方向の
内部キズを迂回する前後の渦電流（言い換えれば、接合線長さ方向一方側及び反対側の渦
電流）をそれぞれ検出する。これにより、内部キズの検出能をさらに高めることができる
。
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【００３２】
　また、上記第１及び第２の実施形態においては、渦電流探傷プローブ３は、互いに逆向
きの電流が流れる１対の励磁コイル１０Ａ，１０Ｂを有する場合を例にとって説明したが
、これに限られず、互いに逆向きの電流が流れる複数対の励磁コイルを有してもよい。例
えば図１４に示す第３の変形例の渦電流探傷プローブ３Ｃは、格子配列された３対の励磁
コイル１０Ａ～１０Ｆを有している。励磁コイル１０Ａと１０Ｂが対をなして互いに逆向
きの電流が流れ、励磁コイル１０Ｃと１０Ｄが対をなして互いに逆向きの電流が流れ、励
磁コイル１０Ｅと１０Ｆがそれぞれ対をなして互いに逆向きの電流が流れるようになって
いる。ただし、接合線幅方向一方側の励磁コイル１０Ａ，１０Ｃ，１０Ｅは、互いに同じ
向きの電流が流れ、反対方側の励磁コイル１０Ｂ，１０Ｄ，１０Ｆは、互いに同じ向きの
電流が流れるようになっている。これにより、接合線幅方向の渦電流をさらに強めること
ができ、検出感度をさらに向上させることができる。
【００３３】
　また、上記実施形態及び上記変形例においては、渦電流探傷プローブは、円筒状の励磁
コイルを有する場合を例にとって説明したが、これに限られない。例えば図１５に示す第
４の変形例の渦電流探傷プローブ３Ｄは、長方形筒状の励磁コイル１６Ａ，１６Ｂを有し
ている。長方形筒状の励磁コイルは、２つの励磁コイルの間隔が同じ条件下にある円筒状
の励磁コイルと比べて巻線数を多くすることができる。したがって、渦電流をさらに高め
ることができ、検出感度を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明の第１の実施形態における渦電流探傷装置の構成を表すブロック図である
。
【図２】本発明の第１の実施形態における渦電流探傷プローブの構造及び配置を表す平面
図である。
【図３】本発明の第１の実施形態における渦電流探傷プローブの構造及び配置を表す断面
図である。
【図４】本発明の第１の実施形態における渦電流探傷プローブの構造及び配置を表す斜視
図である。
【図５】本発明の第１の実施形態における渦電流探傷装置の動作を説明するためのフロー
チャートである。
【図６】本発明の第１の実施形態における作用効果を説明するための摩擦撹拌接合部の平
面図である。
【図７】比較例における渦電流探傷プローブの構造を表す斜視図である。
【図８】試験片の平面図である。
【図９】比較例の渦電流探傷プローブを用いた場合及び本発明の第１の実施形態の渦電流
探傷プローブを用いた場合における試験片の探傷結果を表す図である。
【図１０】本発明の第２の実施形態における渦電流探傷プローブの配置を説明するための
平面図である。
【図１１】摩擦撹拌接合部の接合線幅方向における内部キズと検出コイルとの相対位置関
係による検出信号の大きさを表す特性図である。
【図１２】本発明の第１の変形例における渦電流探傷プローブの構造を表す平面図である
。
【図１３】本発明の第２の変形例における渦電流探傷プローブの構造を表す平面図である
。
【図１４】本発明の第３の変形例における渦電流探傷プローブの構造を表す斜視図である
。
【図１５】本発明の第４の変形例における渦電流探傷プローブの構造を表す平面図である
。
【符号の説明】
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【００３５】
１Ａ，１Ｂ　　　　　　部材
２　　　　　　　　　　摩擦撹拌接合部
３，３Ａ～３Ｄ　　　　渦電流探傷プローブ
４　　　　　　　　　　プローブ保持器
５　　　　　　　　　　走査機構
６　　　　　　　　　　走査機構制御器
７　　　　　　　　　　渦電流探傷器
８　　　　　　　　　　信号・採取処理器
９　　　　　　　　　　表示器
１０Ａ～１０Ｆ　　　　励磁コイル
１１，１１Ａ～１１Ｄ　検出コイル
１２，１２Ａ～１２Ｄ　表面キズ
１３　　　　　　　　　内部キズ
１６Ａ，１６Ｂ　　　　励磁コイル

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】
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